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§1 序

取性 に依存す る面1震 構造 として梁崩壊型の骨 tllが 望 ましい。鉄筋コンクリー ト造建物において、梁端部 に形成

され る塑性 ヒンジによる良好なエネルギー消 費を維持す るには、柱 業部材及び その按合部の脆性的なせ ん断破

壊や主筋 の付着破議 をIl止 す ることが必要で ある.梁 主筋径 を変数 と した直交業付+字 型柱梁接合部の実験 (S

シ リーズ )[1]で は、梁 主筋径が大 きいと復元力特性におけ る逆 S字 性状が著 しいが 、柱幅 00cmに 対 して細径

鉄筋 (D10)を 用いた場合で も・l一 変位繰 り返 しに よる梁主筋の付着 すべ りが生 した。援合部せ んbi補 強筋量を

変数 とした「 宇 型平面柱梁核合部の実験 (」 シ リーズ)[2,0]で は、大変位
'キ

で も耐力 を維 持す るが 、梁降伏

後に梁主筋の桜合部内の付着が劣化 して 逆 S宇状の履歴性状 を示 し、最終的には接合部がせ ん断破壊 した。本

研究は、梁主筋の接合部内での付着を良 くす るために、降伏強度の低 い細径鉄筋 を用 いた梁降伏型+字形 平面柱

梁接合部の試験体につ いて、破壊形式 、履歴特性等 を実験 に よつて調べ ることを 目的 とす る。

§2 梁主筋付着応力度の制限 について

梁降伏型の柱梁接合部の梁主筋の付着応力度 を検討す る。業主筋付着応力度は接合部内の業主筋位置 、コンク

リー ト強度、鉄筋の強度及び径 柱幅 、接合部内の応力状態な どによつて異な るが 、ここでは設計月,付 着応力度

の指標 として、梁主筋が柱面の一端で引張降伏 (降 伏応力度 :σ y)、 lt端 で圧縮降伏す るときの状態 を考 える .

この時梁 主筋の技合部内平均付着応力度 τsは 、 lat合部内の業 主筋径 を db、 柱幅 を 1〕 cと す ると、

τs=σ y x(db/11c)/2  -.(1)

とな る。 τSを 梁主筋付着 指標 と
'7ぶ

ことにす る。梁主筋付着指標は、 (鉄 筋径 /柱幅 )比 だけで な く鉄筋強度

に も依存す る。鉄筋 コンク リー ト部材に対 して厳 しい耐震規定のあるニュー シー ラン ドでは、梁主筋強度 に応 じ

て内柱接合部の (業 主筋径/柱 幅 )比 を以下の ように制限 している。

7

ll o/db ≧

hc/d ll≧

(σ y・ 2750kgf/cm2 )

(σ y=0300kgfノ cD2 )

これ を、式 (1)の 梁主筋付着指標 に直す と55kgf/cコ 2程度 にな る.式 (1)を 用いて過去の 2シ リーズの試験体の

梁主筋付着指標 を調べてみ ると、 Sシ リーズで 68～ 100k`f/cm2  Jシ リーズで 76～ 87kgf/。 口2と な り、ニュー

ジー ラン ドの規 定 より大 き く これ らの試験体が逆 S字形の履歴形状 を示 したの は、業主筋の被合部内での付着

劣化によ るもの と判断 され る。

'1え

ば 試験体
'0(梁

主筋降伏強度 :0500kgf/cm2梁 主筋付着指標 口 5kgf/cm2)

は
'シ

リーズの他の試験体 とは異な り、機合部にせん断ひび われが生 じる01に 梁降伏す るように設 .lさ れたもの

であ るが 、 §5に 示す ような逆 S字形の履歴 を示 し、梁主筋の付着すべ りが原因 と考 え られ る。そこで梁主筋付

着指標に着 日して、梁主筋の桜合部内で の41着 を良 くす るような以下 に示す実験 を言1画 した。

§3 実験概要

(1)試 験体  : 試験体 は実物の約 1/2の スケールを持つ鉄 ilコ ンク リー ト造「 宇形平面柱梁接合部 0体 (諭t

験体 Cl、 C2及 び CO、 ― Cシ リーズ実験 と称す る)で あ り、平面僣細1に 水平力 を加 えた時の柱 梁の反11点 位置で

切 リロ|し た もの と考 える。形状  寸法は
'シ

リーズ と同一で、梁Wi面 20x30cコ 、柱断面 00X00cm、 柱
'Liか

ら梁支

持点 までが 105Cn、 梁芯 か ら上柱加力点お よび下柱支持点 までが 70 5omで あ る.梁 ■筋 は按合 部内 を通 し配筋 し、
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上端筋は 2段配筋 とした。梁主筋量は、上端 引張鉄筋比

159%、 下端引張鉄筋比 079%と 実際の鉄筋 コンク リー

ト骨組に用 いられ る量に比べてかな り多 い。

Cシ リーズで は業主筋の按合部内の付着 を良 くす るた

めに、特注 した降伏強度の低いSD24の 異形鉄筋 D10を 用

ぃた。 これによ り Cシ リーズの材料実験 による降伏強度

に対す る梁主筋付着指標は54 kgf/cm2と な り、こ ュージー

ラン ドの規定 よ りも小 さ くな る。

試験体変数は表 1に 示す ように接合部せ ん断 補強筋量

であ り、梁主筋の接合部内での付着任状が良好な場合の

せ ん断柵 強筋量の影響 を調べ る。試験体 Clは  従来 日本

で行 なわれているように、柱のせん浙 補強筋 を接合部に

もその まま配筋 した.試験体C2は 、 AC1318 80[4]に

従い 柱のせん断補強筋 を接合部に もその まま配筋 した。

試験体COは 、ニューシーラン ド基準 NZSe101[5]に 従

い、接合部に入力 され るせ ん断力 をすべ てせ ん断補強筋

に負担 させ るように接合部横 lt強 筋 を配筋 した。

表 1: 試験体 IIl要

(1)  3・・
m

oし (cm2)

,t(Z〉

at(cm2)

,t(%〉

S tirru ps

O(cm)

,w(1)

(B〉  Col● m。

a3(cm2)

,3(1)

0(cm)

Pw(%)
Loo J(toni)

(kBf/o"2)

12-D10       12-D10

8 56         8 56

1 59         1 5'

6-D10        6-D10

4 28         4 28

2-D6         2-D6

16-D13       16-D13

20 32        20 32

2 26         2 26

5 0        5 0
0 85         0 35

20 0         20 0

0-D]0

o7,
2-D6

16-D13

2 26

5 0

0 8,

20 0

(2)材 料特性

度は 261kgr/cD2、 ョ1裂 引張強度は 25k`f/cm2で ぁ る.

鉄筋の降伏強度 は梁主筋 D10で 0260kgf/c■ 2 柱主筋 D

10は 4000kg′ /cm2、 試験体COの 接合部せ ん断補強筋 に用

いた D10は 3060kgf/cD2そ れ以外のせ ん

"f補

強筋 に用 い

たD6は 3000kgFノ om2(02%ofFsetに よる強度 )で あった。

(3)加 力方法  : 加力装置を図 1に 示す。十字形柱梁

接合部試験体の両梁端はピンロー ラー支持、下柱は ビン支

持 とした。上柱加力点には 0基 のア クチ ユエー タを取 りつ

け、 1墓 で一定の鉛直荷重 を加 え  1基で線 り返 し水平荷

重を加 えた。残 り 1基 は試験体を支持す るため力,力 方 I旬 と

直交す る水平面内に取 りつ けた。 さらに、議t験 体の鉛直 lll

回 りの回転 を拘束す るために、試験体に平行 にバ ンタグラ

フを取 りつけた。

Cシ リーズのコンク リー ト圧 llr強 : ■リリt`わ
"し

,Ii全 鉄筋lL ●■

p● C)t,0¬
`せ

ス

)  il :,R詢 F"σ ,

11i m‐ 311,.

図 1: 加力装置
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(4)計 測  : 上柱 に加 える水平力及び両梁端のせ ん断

力 をロー ドセルに よ り、上柱加力点の水 平変位 (以 降層 FLl変 位 と呼ぶ )、 両梁端のたわみ、接合書ヽパネルの斜め

方向変位等 を電気式変位言|に より 梁主筋  1表 合部せん閣i捕 強筋等のひずみを箔 ひずみゲーシによつてll定 した。

本論文で 言 う層せん断力 とは上柱に力1え る水平力 を柱 PII力 のP△ 効果で 補正 した もので あ り、層間部材角 とは層

問変位を上柱加力点か ら下柱支持点 までのri離 (147cm)で 除 したものであ る。

(5)力1カ 履歴  : 試験体Cl及 びCeの ヵlヵ 履歴 は 層 11部 材 ●11/068radを 1サ イクル、 1/184radを 2サ イクル

地震時 に構造物 に予想 され る層‖1部 ″′,1/92,1/46radの 振幅 を 2サ イクルずっ力‖力 した後  試験体の変形 ll性 を

調べ るために 1/20radを 1サ イクル、 1/15radを 半サ イクル加力 した。全サ イクル数は途中に 1/868radの 小サ イ

クル をいれたので 11で あ る。読t験 体C2で は中小 lL震 を想定 し 小振幅及び部材降伏後望‖:率 2～ 0■ ,1の 振 l・ で

多数回繰 り返 した時の挙動 を調べ るために  1/226radを 4サ イクル、 1/196radを 0サ イクル、 1/46radを 10サ イ
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クル加力 した後、 1/23raaを 1サ イクル 、 1/15 radを 半サ イ

クルカ1カ した。

§4 実験経過

実験終 了時のひびわれ状態 をLX1 2に 示 す。 Cシ リーズ 311

は、山げ ひびわれが梁 に分散 して発生 し、梁降伏後は梁危険

断面か ら約20cmま での部分に集中 した。層‖‖部材角 1/20rad

時には危険断面付近の梁下端 コンク リー トが最1落 した。接合

部には斜 めせん断ひび われが見 られたが 、llfね その幅は ll・ か

った。加力履歴が異な る試験体 02と 試験体 Cl,00と の r・|に は、

繰 り返 し回数に よるひびわれ状態の差は 見られなか った。 C

シ リーズの 0体 とも梁危険断 riか ら塑性 ヒンシ領城が広か つ

てお り、業危険断 FIの ひび われ幅 は特に大 き くな く、業主筋

の技合部 か らの抜け出 し量 は少なかった と判断 され る。試験

体J6は  接合部 に生 した斜めせ んlliひ び われはわずかであ り、

業の曲げ ひびわれ幅は柱面 に生 じたものが最 も大 き く、梁主

筋が接合部から抜 け.lし た ことを示す。

接合部パネルに関 しては、 Cシ リーズの 0体 について按合

部せ ん断応力度 /J・ 30～ 06kgf/cm2で 斜めせん断ひび われが生

じ、主応力渡式 による計算値 04kgf/cm2と ほぼ _致 した。梁

降伏 1寺 の 1麦 合部せん断応力度は51～ 56kgf/cm2で 言1算 ll1 4 9 kg

f/cm2と の差は 10%以 内で あった。試験体 Clで は変位振幅が

大 き くな るに従 つて、パネルに短 いせ ん的iひ びわれが生 し、

層問部材角 1/20rad時 でひびわれ幅 も大 きくな り、層 F・5部 材

角 1/15rad時 にはパネル コンク リー トのは らみ出 しかわず か

に見 られ た。接合蔀せ ん断補強筋量の多 い試験体COで は、層

間部材角 1/46rad以 降新 し く発生 したせ んWiひ びわれはわず

かで あ り、試験体Clに 1ヒ ベてひび われ数 も幅 も小 さかつた。

この ように、接合部せ ん凶i補 強筋量に よって接合部のひび わ

れ状況に差が見 られ るが、lL震 時に予想 され る変形の範囲 (層 口I部 材角 1/46rad程 度 )で はその差 は小 さい。試

験体C2で は  1/46radの 振 l・ を繰 り返す ことに よ り接合部のせ ん断ひびわれ数が増 えたが 幅 は小 さか つた。

§5 展歴特性

層せ ん断カ ー層 1闘 変位関係 を図 3に 示す。 Cシ リーズ 0体 共 に良好 な紡錘形履歴であ り、層卜1部 材角 1/15rad

の大変形 1キ にお いて も薔1カ の低下は 見′,れ なかった。試験体 Cl,COと を 1ヒ 較す るとll力 はほぼ 同 じで あ るが、 司

一振幅 を 2回 線 り返 したliの 2「 日の履歴形状は、試験体Ceの 方が大 ってお り、層「1部 材夕11/20rad時 には負方

向サ イクルで試験体COの 方が大 った履歴 を示 した。試験体 C2で は、層口1部 材角 1/46radの 10回 の繰 り返 し加力に

よる百1カ 低下は最大 11%で あ り、その履雁形状か ら、練 り返 しによる業主筋の桜合部内での付着劣化 はわずかで

あった と考えらitる .試 験体」6は  接合 部、梁のせ ん断破壊の兆候がな いに もかかわ らず、 この よ うな逆 S字形

履歴 を示 したのは 梁主筋の付着劣化 に よるもの と考えられ る。 Cシ リーズ と
'シ

リーズの履 [形 状 を1し 較する

と 梁主筋の機合詢
'内

ll着 劣化の影響か り,ら かであ る。

エネル ギー rll贅 能力 を数量化す るために、等 llオ ヤヽ[減衷 一累積塑性半 ll係 を図 4に /1す 。年 lll‖ tt減 表 は 実

験中に消 費された半サ イクル ごとのエネルギー消費量 を各 2rサ イクルの最大変位点 をll点 とす る J角 形で丸準化

図 2: 実験終 了時 ひびわれ
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した もので あ り、降伏変位 を実験結果 よ り試験体 Cl.C3は 12 5mm

(層 Fl部 材角 1/118rad)、 試験体C2は 14 0mm(層 11部 材角 1/105rad)

として累積塑性率 を求めた。 累積塑性率が大 き くな ると (層 間部

材角 1/46rad以 上〉 試験体C3の 等価格性減衰が試験体Clに 較べて

14%程 ll大 きくな り、ループの大 り具合の差 をあらわす。試験 体C2

において 層 1師 部材角 1/46radの 繰 り返 し加力による等価粘性滅衰

の低下は最大 41%で あ るが 、層間部材角 1/20rad時 の等価格性 減衰

は試験体Cl程 度で あつた。

§6 結 論

(1)本 論文で定義 した梨主筋付着指標 τsを 低減す るように、

(柱 幅/梁 主筋径)=015の 細 径で、かつ降伏強度の lltい 梁主筋 を

用いた柱梁接合部実験では 、履歴面積の大 きい紡錘形の履 I_F tt l・Fが

得 られた。 この ような良好な履歴性状 を得 るためには、業主筋の強

度を市1限 す る必要があ る。なお、梁主筋付着指標の判Wi基 準値 とし

て ここで はニュージー ラン ドの規定か ら求めた値 を使用 したが 、実

験例か ら破壊状態 、梁主筋の 1麦 合部内での付着すべ りな どを調べ る

ことによ り定め るのが望 ま しい。

(2) 中小地震 を想定 して塑性率 2～ 0の 振幅 を多数回繰 り返 し

て も、業 主筋の機合部か らの抜け出 しは生 じなかった。
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